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堤かなめ　県議会活動報告

　残暑お見舞い申し上げます。皆さまのご期待に応えられるよう、福岡県民のために全力を尽
くしますので、今後ともどうぞ宜しくお願いいたします。
　さて、いよいよ議員活動が始まりましたが、「県議会が何をしているのか見えない」といっ
た声をたくさんお聞きします。そこで、福岡県政について、議員活動について、皆さまにお知
らせするため、『福岡のかなめに！』を発行することにいたしました。本誌がその第１号です。
　なお、今回の東日本大震災でお亡くなりになられた方々に哀悼の意を表しますとともに、被
災された方々に心からお見舞い申し上げます。
	 	 	 	 	 2011 年　夏
	 	 	 	 	 	 	 	 福岡県議会議員	 堤　かなめ	

議員活動がスタートしました！

【福岡市博多区】

堤かなめ議員による一般質問内容
１．男女共同参画の推進について
	 ①知事の基本姿勢　②防災分野における男女共同参画の推進
２．子育て支援の充実について
	 ①待機児童解消計画　②夏期電力需給対策に伴う保育需要への対応
３．児童虐待対策について
	 ①児童相談所の職員体制　②家族再統合支援事業　③児童養護施設の環境改善　
	 ④里親制度の推進
４．スクールソーシャルワーカーの増員について
◇答弁の概要◇（知事、福祉労働部長、教育長より）
１．男女共同参画の推進について
①男女共同参画センター「あすばる」を拠点とし、女性支援団体や市町村と連携し、女性の
社会参画を積極的に進めていく。
②今後設置する防災の「専門委員会会議」には女性委員の就任を予定しており、意見反映を
していく。

２．子育て支援の充実について
①（福岡県は、計画を２年前倒しし、平成 24年度末までに保育施設受け入れを 4,505 人純
増する計画であるが、）この計画は、潜在的な保育需要を見込んだものである。
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福岡県議会議員　堤　かなめ　（福岡市博多区）
□議員控室　福岡市博多区東公園県議会内
			TEL：092-643-3804					FAX：092-622-6203

常任委員会：総務企画地域振興委員会委員
□議員事務所　福岡市博多区博多駅東 3-9-3-701号
　TEL：092-432-0101					FAX：092-432-0102

　7 月 4日、堤さんの初めての一般質問の日、傍聴
に行く。市町村の女性議員もたくさん来られており、
堤県議への期待を感じた。
　議場に入るとやはり女性議員の少なさが目に付
く。国は２０２０年には全ての分野で女性の比率を
３０％にする目標を立てているが、ナント県議の女
性比率は５％未満。
　県議会は議場の声が傍聴席から聞き取りにくいよ
うに思う。しかし、堤さんが質問に立つと全員が集中

した。得意の分野で、説得力がある質問で、「男女共同参画を進める」という知事の言質をしっ
かりと取った。初めてとは思えないほど堂々と落ち着いて、不謹慎かもしれないがすごくかっ
こいいと思った。
　かつてある人が「私は退職してから議会が開催されるときは、欠かさず傍聴に行くようにし
ているのよ。自分ができることはこれくらいだから」と生前に言っていたのを思い出した。
　たった 1度の傍聴でおこがましいが、ほとんど見えていなかった県議会が少し身近に感じ
られた。思いを託せる議員がいるという心強さを感じた。堤さんの活躍への期待がますます膨
らみ、私なりに一緒にやれることを見つけていこうと思った。　　　　　　　　（丹生　秀子）

初めての一般質問に立つ	堤		かなめ	議員

堤 かなめ議員、はじめての一般質問を傍聴して

②市町村に対し直ちに「調査と的確な対応」を要請。「新たな利用負担を伴わない休日保育
等を実施する」という国の方針が示され、児童の受け入れ体制が整えられた。

３．児童虐待対策について
① 2000（H12）年度比で、児童福祉司、児童心理士を 34名から 66名にほぼ倍増し、
2009（H21）年には児童相談所を県内４カ所から６カ所に増やす等、相談体制の強化も行っ
てきた。さらに今年度は、児童福祉司等を 10名増員した。今後も状況を見ながら必要な体
制整備、職員の専門性の向上に努めていく。
② 2008（H20）年度からモデル事業として取り組み、３年間で 39家族を支援し、９割に
あたる 35家族で親子関係が改善される効果が見られた。
③できるだけ家庭的な養育環境づくりを進めている。また、情緒面、精神面で課題を抱えて
いる子どもに対する支援は、専任職員、心理療法を行う職員等の配置を進め、必要な人件費
相当額についても運営費の増額を図っている。
④児童相談所では、里親が孤立しないための専門相談員による訪問や里親同士が相互に情報
交換を行うための交流会等を実施するなど里親への支援を行っている。また、広報、啓発を
通じて、里親委託の一層の推進をはかる。

４．スクールソーシャルワーカーの増員について
スクールソーシャルワーカーの活用によって、不登校生徒が登校できるようになった事例な
どある。今後、未配置の市町村や、緊急性の高い学校を有する市町村を優先して配置する。


